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1. はじめに

  我が国の土木構造物は高度経済成長期

に建設されたものが多く，老朽化の進行

が懸念されている．事業者にとって，既

設構造物をできるだけ長期間有効活用す

るために保守管理業務がますます重要な

問題となることは想像に難くない．

  しかしながら，保守管理手法は各事業

者の技術や経験に頼る面が大きいのが実

状であり，保守管理の対象となる構造物

の数が膨大でもあることから，体系化さ

れた保守管理手法の整備が望まれている．

  このような社会的要請を受け，本研究

では保守管理業務をサポートする「保守

管理システム」の作成を試みた．

2. 「保守管理システム」の概要

  「基礎構造物の検査・補修・補強マニ

ュアル」1)（以下，保守マニュアル）に

示されている保守管理実施フローを図 1

に示す．その内容・方法等については「保

守マニュアル」に詳細に記述されている

が，これを用いても担当者が現場におい

て変状を発見してから変状原因の推定・

対策工まで選定するには十分な技術と経験が必要であった．

  そこで，「保守管理システム」はこの一連の流れをサポートするため，以下の 3つのフェイズに分けて整備

している．

  フェイズ 1：全般検査により変状を発見し，その原因を推定する段階（変状原因推定モジュールの使用）

  フェイズ 2：個別検査によりその原因を推定する段階（保守マニュアルに準拠）

  フェイズ 3：変状原因に対して対策工を選定する段階（保守マニュアルに準拠）
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図 1 保守管理実施フロー
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  また，「保守マニュアル」を現在の書

籍の形態から HTML形式に変換し，ク

リックするだけで目的の項目・ページ

へリンクするように整備した．図 2に

その一例を示す．

  これにより，「保守マニュアル」を携

帯することなく必要な情報を容易に得

ることが可能となった．

3. 変状原因推定モジュール

  通常，変状原因の推定は目視検査等

によって得られた情報をもとに行われ

る．しかしながら，この方法では推定

結果が担当者の経験や主観に左右され

ることも考えられる．

  これをふまえ，「保守管理システム」

に導入している「変状原因推定モジュ

ール」では推定に客観性を持たせた方

法を取っている．図 3にモジュールを

示す．縦軸に構造物の変状状況・外的

条件・構造条件を，横軸に変状原因を

記述しており，それぞれの交点にそれ

らを結び付ける重み点数を記述してい

る．この重み点数は過去の蓄積データ

にもとづき算定している．

  担当者は現場において変状を発見す

ると，その状況・条件からモジュール

の該当欄にチェックを行う．チェック

された項目に対応する点数が自動集計

され，高得点であった要因が変状の原

因である可能性が高く，これを中心に検査・対策を推し進めることとなる．

4. おわりに

  「保守管理システム」の作成により，保守管理業務の円滑化，保守管理に関する情報の容易な取得，客観

性を持たせた変状原因の推定を行うことが可能となった．

  今後の課題として，多数の変状データの蓄積および分析により，「変状原因推定モジュール」で使用する重

み点数が妥当なものかさらに検討する必要がある．また，将来的には，「変状原因推定モジュール」により推

定された各変状原因ごとに，現在，構造物が有しているであろう耐力を判定・評価する「耐力評価モジュー

ル」を追加する予定である．これにより，保守管理システムの更なる強化を図ることが可能と考える．
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図 2 電子化された保守マニュアルの一例

図 3 変状原因推定モジュール
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